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　1．　本年度の狙
　本年度は戦後わが国の地域政策に関する経過を概観
するとともに，各地域の経済的実状の把握に狙を置い
た。
　2。　研究内容概要
　昭和25年“国土総合開発法”制定以来，わが国には
多くの中央による地域に関する種々の計画が樹立され
政策が実施されてきている。しかしながらその計画に
はそれぞれ多くの夢が含まれていたにもかかわらず，
過疎過密そして住みにくい地域社会を造りあげてい
る。この原因を追求するには先つもって，国民的意識
や経済実体の流れを背景にしながらこれまでの中央の
政策を吟味する必要がある。
　そこで戦後の地域政策の経過をつぎの七段階に分け
て考えることにした。
　（1）資源開発中心の期，この期は国土総合開発法制
定の時期であり，当時緊急の課題であった食糧増産に
傾斜した全国的な開発計画期である。またこの期には
特定地域それも食糧を中心とした地域の振興計画が行
なわれた。
　②　産業振興の期，この期間は昭和20年代後期から
昭和30年代前期にかかる期で，企業の革新的投資に対
処するための公共投資拡大の期である。ここでは道
路，港湾等の整備に力が注がれる。
　（3）所得倍増計画の期，この期には本格的な地域構
造に関する政府部門の介入が考慮されるが，企業の投
資活動は太平洋岸ベルト工業地帯へ集中し，投資主導
型経済はますますその傾向を強めた。
　（4）拠点開発政策の登場期，この期は地域構造の偏
僑が激しくなり，地域の較差意識が大となる。そこで
既存の工業集積の分散と地方中核都市の形成に力点を
置いた政策が登場した。これは新産業都市建設促進法
であり，低開発地帯工業促進法である。
　（5）福祉考慮の必要化，昭和30年代の終りになる
と，これまでの経済成長に力点を置いた地域的政策で
は，住民生活に多くの弊害を発生させ，その相対水準
を低下させるために，ここに生活を中心にした社会開
発の発想が地域政策に見られるようになった。つまり
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ここで地域政策の新しい展開の動きがみられるのであ
る。
　㈲　歪激化とその対応の期，昭和40年代の当初は別
として，再び投資主導型経済の復活により，過疎，過
密の分極運動は激化し，既存集積地点はその周辺都市
を巻き込んで過集積化し，著しい弊害を住民生活に与
え出した。ここに生活中心の従来の考慮以上に，公害
問題を中心とした人間の健康を配慮する地域政策が必
要化されたのである。
　（7）自然環境を含む地域政策の必要化，近代化はこ
れまでの経過をみるにその殆んどが自然の破壊に連っ
ていた。生産，生活，交流の各場でこの事が云える。
この自然破壊が生物存在をおびやかすことに今日よう
やく気がつき始めたのである。そこでこの自然環境を
保護し，望ましい人間と自然の環境を形成させるため
の政策が必要になっているのである。これが現在なの
である。
　以上のように七段階に分けて，その期の経済の動向
や国民・住民の意識の動向を合わせて検討したのであ
る。
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